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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  産業建設部 農業振興課 

 

2 監査の期間  令和 4年 1月  4日から 

令和 4年 1月 31日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 3年 11月末日現在)における農業振興課の所管

に係る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施した。 

 

4 監査の結果 

農業振興課は 2係を擁し、参事以下 12人（うち、会計年度任用職員 3人を含む)の職

員で構成されている。 

各係の主な分掌事務は、農業振興係では、経営所得安定対策事業、農業振興地域整備

事業、農業制度資金の運用、有害鳥獣対策、地域農政推進事業、地産地消の推進、農業

生産組織及びその他農業団体の育成対策に関すること等。 

農地係では、農地法、農業経営基盤強化促進法、農地等の利用調整、農業者年金に関

すること、農地台帳・地図システムの整備等であり、これらの事務事業を執行されてい

る。 

 

(1) 予算の執行状況等 

歳入は、予算現額 7,858万 3,000円に対し調定額 2,012万 9,627円で、収入済



額は 2,007万 9,627円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 25.55％、調定額に対する収入済額の比率は

99.75％となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率が低率であるのは、県支出金の県補助金では、農

林水産業費県補助金の農業費補助金で活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金、

水田農業担い手機械導入支援事業費補助金他 7 件 5,222 万 8,373 円、委託金では、

農業水産費委託金の農業費委託金で、鳥獣捕獲許可事務取扱交付金 25万 7,000円等

が未収入のためである。 

歳出は、予算現額 1億 1,455万 7,000円に対し支出済額 4,270万 9,625円で、

執行率は 37.28％となっている。 

執行率が低いのは、農林水産業費の農業費では、農業振興費の負担金補助及び交付

金で、活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金 4,146万 2,000円、環境保全型

農業直接支払交付金 245 万 3,000 円、米生産調整対策及び稲作転換対策費の負担金

補助及び交付金で、米生産調整補助金 305 万 6,000 円、地域農政推進対策事業費の

負担金補助及び交付金で、農業次世代人材投資資金事業費補助金 225万円、林業振興

費の委託料で、荒廃森林整備事業委託料 454万 7,800円等が未執行のためである。 

農業振興課が、令和 3年 4月 1日から令和 3年 11月末日までの間に実施した主な

事務事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

歳入は、県支出金の県補助金では、農林水産業費県補助金の農業費県補助金で、水

田農業ＤＸ推進事業費補助金 545万 4,000円、多面的機能支払交付金 370万 5,587

円、経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金 210 万 3,000 円、中山間地域等直

接支払交付事業補助金 181万 1,664円等が収入されている。 

歳出の主なものは、農林水産業費の農業費では、農業振興費の負担金補助及び交付

金で、水田農業ＤＸ推進事業費補助金 818万 2,000円、多面的機能支払交付金 487

万 4,116円、農地費の負担金補助及び交付金で、岡森用水組合負担金 1,623万 7,000

円、地域農政推進対策事業費の負担金補助及び交付金で、中山間地域等直接支払交付

金 271万 7,496円等が支出されている。 

 

(2) 経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為票、その他関係諸帳簿等照合審査の結果、いず

れも符合していた。 

また、備品については、備品票が添付されてないものが数点見受けられたが、台帳

と一致しており、概ね良好に管理されていた。 

 

 

(3) 指摘事項について 

特に指摘すべき事項は、見受けられなかった。 



 

以上が、産業建設部農業振興課に関する定期監査の結果である。 

農業振興課は、農業経営基盤強化促進法、農業振興地域の整備に関する法律、農業の

有する多面的機能の発揮の促進に関する法律、鳥獣の保護及び管理並びに猟銃の適正化

に関する法律その他関係法令に基づき業務を執行されている。 

 我が国の農業においては、人口減少や高齢化の進行、耕作放棄地の増加、消費者ニー

ズの変化など、農業をとりまく環境が大きく変化している。本市の農業においても、農

家数の減少、それに伴う担い手不足、イノシシ等の有害鳥獣による深刻な被害など、様々

な課題を抱えている。 

一方、本市の農業産出額が近年増加傾向にあることや、経営耕地面積が増加している

など良い兆しも見られる。 

このような状況の中、農業振興課では、本市の農業を持続可能なものとするため、後

継者や担い手の確保に向けた取り組み、地域資源を活用し新たな付加価値を生み出す農

商工連携や直方産農産物のブランド化、農業経営体の組織化やスマート農業の導入によ

る省力化に取り組まれている。 

また、農業は、農産物の生産だけでなく、地域の良好な景観の形成や里地・里山及び

森林の保全、水資源の保全などに資する一方、化学肥料や農薬などの使用の面からは、

環境に配慮した農業の展開も重要なテーマとなる。 

今後も、地域農業活性化のため、農産物の地産地消の推進や、国内外への販路の拡大

の取組、水田農業担い手機械導入支援事業等の各種補助事業や、農業次世代人材投資事

業、新規就農相談会などの新たな担い手の確保に向けた施策の展開により、農業者の抱

える課題を迅速かつ的確にとらえるとともに、さらに研鑽を積まれ、関係機関との連携

を図り、本市の農業の活性化・持続的な発展になお一層努められるよう切に望むもので

ある。 


